













社会保障給付費は 2016年度で 116兆 9027億円で
あり、過去最高の給付額の水準であると報告され
ている。この問題に対応するための政策として、




























































































る と は最新である 2014年の 3月のデータであるが、季節調整の有無によって本稿で主張する分析結果に大きな変化が得られ
なかった。本稿では、季節調整を施していないデータを用いて分析を行っているため、シミュレーション分析についても季節調整
を施していない。






































表 1 各所得階級におけるパラメータの推計結果（単位：月、1 人当たり）



































5） が負値になるケースにおいては、 が正値になるのであれば、特に問題はない。実際に負値の を用いて、（7）式から を
計算したところ、全て正値になったので、このまま分析を進めている。



























































































第 2分位よりも第 3分位で － が大きく
なったため、第 3分位の死荷重が大きく計測され
ている。






















































































8） 本節の分析では、「消費税一律増税ケース」と「軽減税率ケース」において、 と は最新のデータで固定して使用しているので、
と が決まれば、死荷重が一意に定まるようになっている。よって死荷重の分布は と の分布と同じになり、中心極限定理
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